
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

平成30年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 市民がつくるT「

1 事業の成果

東京ビデオフェスティパル (lVF)2019と して 111点の応募作品を集めて 38点の人賞作品を選定。

「躙″2019フォーラム」を開催し、入賞作品を通じた作者とのトークと上映・表彰、公開審査会による

ビデオ大賞の決定を実施。また、TVFジャーナリズム賞の講評では、選考委員による具体的な指摘が好

評を得ると共に、武蔵大学(永 田浩三教授)と の共同企画として、教育現場からの学生や教員によるプレゼ

ンテーションと討議も実施し、さまざまな視点で作品を語り合う1ヽTの本質を再評価する内容となった。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【619】 千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

疋訳に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

f豪薯
人数

事業費
(千円)

ビデオフェス
ァィバルの開
催に係る事業

TⅦ2019フ ォーラム開催
。3つのセッションによる
トークフォーラム

:爾鷺験層魂
・WFジャーナリズム賞の

選考委員による トーク

・市民買乙裏鬱
表彰

_

・武蔵大学 との特別企画
・交流会

平成 31年

2月 9日

2月 10日

武蔵大学

江古田キ

ャンパス

30人 入賞者

応募者

サポーター

教育関係者

マスコミ

ー般 他

250人 619

メデ ィア リテ
ラシー普及に
係る事業

生命のメッセージ in横浜
TT入賞作品上映
・特別企画 :映像シアター
「生きる」の作品上映と
解説、討論

平成 30年

6月 12日

～6月 17日

神 奈 川 県

民 ホ ー ル

ギャラリー

7人 応募者

関係者

一般

300人

2018ノ ー・ウォー横浜展
TVF作品上映
・特別企画 :鑑賞座談会 (司
会 :′」ヽ林はくどう)

平成 30年

8月 13日

～8月 19日

神 奈 川 県

民 ホ ー ル

ギャラリー

5人 応募者

関係者

一般

4∞ 人

蒲田映画祭 TⅥl参加作
上映会 (参加者 :50名 )
。「高畑勲の愛した TT
品とアニメーション」ど
し、TVFアーカイプ作品
り上映と解説

ロ
ロロ

作
題
よ

平成 30年

10月 21日

大田区産

業プラザ

Pi0

10人 応募者

関係者

一般

50人

足訳に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 13号 (法第 28条関係 )

平成 30年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (そ の他事業が主登場合 )

特定非営利活動法人 市民がつく nF
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旅費交通費
減価償却費
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

平成 30年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 市民がつくるWF

現金預金
未収金
棚卸資産

車両運搬具
什器備品

2
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16 28

重要な会計方針

計算書類の作成は、  Ⅲり法人会計基準

平成30年度  計算書類の注記

特定非営利活動法人 市民がつくるTVF

によっています。

・・・   時価

定額法

(ただし、現時点で該当資産は有りません。

該当有りません。

該当有りません。

該当有 りません。

当法人は該当しません。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理

2.事 業別損益の状況

円

管理部門 合計科 目
事業 事業 事業 事業

事業部門計

568,601

568,601

＾
υ

618,936

3,900

0

0

0

0

107,935

730,771ｎ

）

ｎ

） 730,771

△  162,170568,601 △  730,771

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

綸料手当

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)その他経費

イベント開催費用

会議費
旅費交通費
施設等評価費用

減価償却費

印刷製本費
雑費他

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

算定方法内容 金額

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



内容 備考

ｎ

）合計 ｎ

）

4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

ク
●

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な
事項

事業費と管理費の按分方法

・・・固定費は全額管理費としています。

その他の事業に係る資産の状況

・・・該当する資産はありません。

8

科 目 翔首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額

＾
υ

ｎ

）

＾
υ

ｎ

）

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計 ＾
υ

ｎ

）

科 目

＾
υ

＾
υ

ｎ

）

ｎ

）合計

科 目
計算書類に
計上された

金額

内役員及び
近親者との

取引

5“,601 80,000

駁B(Ю l 80,(XЮ

(活動計算書)

受取会費

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計
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書式第 17号 (法第 28条関係)

平成30年度 財産目録

平成 31年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 市民がつくるⅣF

(単位 :円 )

科
一
Ｈ 金 額

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

手元現金

銀行普通預金

未収金

事業未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

車両運搬具

イ十器備品

パソコン1台

有形固定資産計

② 無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

I 負債の部

1 流動負債

未払金

事務用品購入代

流 動 負 債 合 計

2固 定負債

長期借入金

銀行借入金

固 定 負 債 合 計

負  債  合 計

産財正 味

0

222,303

222,303

222,303

222,303



書式第 18号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

平成30年度年間役員名簿 (●事業年度において役■であったことがある全員の氏名及び住所ヌは居所菫
びにこれらの者についての前事彙年度における●日の有籠を●●した名簿)

特定非営利 法人 市民がつくるTVF

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

回以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

団各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間
(該当者のみに記入)氏   名

1
監 事

コパヤシヒロミチ
平成30年 4月 1日

～平成31年 3月 31日

年 月

月

日

日年小林博道

2
サ トウヒロアキ 平成30年 4月 1日

～平成31年 3月 31日

年  月  日

年  月  日佐藤博昭

3
サトウミノル 平成30年4月 1日

～平成31年 3月 31日

年

年

月

月

日

日佐藤 実

4 監事
キタミマサノリ 平成30年期 1日

～平成31年 3月 31日

年

年

月

月

日

日北見雅則

5 監事

シモムラケンイチ 平成30年 4月 1日

～平成31年 3月 31日

年  月  日

年 月 日下村健一

6 監 事

アオキツネオ 平成∞年4月 1日

～平成31年 3月 31日

年  月  日

年  月  日青木恒夫

7 監事

フジモ リマサプミ 平成30年 4月 1日

～平成31年 3月 31日

年   月  日

年 月 日藤森正文

8 監事
ツダユウジ 平成30年 4月 1日

～平成31年 3月 31日

年

年

月

月

日

日津田雄二

9 監事
ウラサキイサオ 平成30摯月1日

～平成31年 3月 31日

年   月   日

年  月  日浦崎 勲

10 理

ノザフトシオ 平成30年 4月 1日

～平成31年 3月 31日

年

年

月

月

日

日野澤俊雄

リ

⌒

c壁3)監事

⌒

cジ監事

理事



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 市民がつくるTVF

氏   名 住 所 又 は 居 所

1
小林博道
(小林はくどう)

2 佐藤博昭

3 佐藤 実

4 北見雅則

5 下村健―

6 青木恒夫

7 藤森正文

8 津田雄ニ

9 浦崎 勲

10 野澤俊雄




